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担当課 事業名称 事業費(千円) 頁

1 秘書広報課 エフエムラジオアンテナ設置事業補助【新規】 1,500 2

2 危機管理課 消防車庫建替工事【新規】 45,900 2

3 政策推進課 （仮）ワカモノ会議の設置【新規】 500 2

4 市民活動推進課

市民協働事業提案制度事業

・若者提案事業負担金【拡充】

・（仮称）若者ラウンドテーブル運営負担金【新規】

2,000 3

5 市民活動推進課 国際交流協会運営補助事業 12,240 3

6 市民活動推進課 国際交流協会事業補助事業 4,197 3

7 市民活動推進課 多文化共生推進事業委託 14,558 4
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甲賀市 令和7年度 新規拡充事業一覧【総合政策部】

令和７年３月定例会 予算決算常任委員会 資料

関連議案番号 ： 議案第８号

所管部 ： 総合政策部
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事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費（予算額）

担当課

事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費（予算額）

担当課

事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費（予算額）

担当課

総合政策部 秘書広報課

総合政策部 危機管理課

（仮）ワカモノ会議の設置【新規】

人口減少対策の重点目標に掲げる「若者・子育て世代に選ばれるまち」を実現するた

めには、当事者である若者の意見や困り事に耳を傾け、ニーズに応じた有効な施策を

講じることが不可欠であることから、市政運営にかかる若者目線のシンクタンクとし

て「（仮）ワカモノ会議」を設置する。

市内在住・在勤・在学の概ね18歳から30歳の者（10人から15人）

消防車庫建替工事【新規】

甲賀市消防施設⾧寿命化計画に基づき、老朽化した消防施設の更新を行う。

消防団

エフエムラジオアンテナ設置事業補助【新規】

市内のラジオ難聴エリアを解消するため、空中線電力の中継局（アンテナ）を設置す

る事業等の経費の一部を補助することにより、エフエムラジオ事業者から行政情報、

災害情報等を発信できるエリアを市内全域に広げる環境整備を推進する。

エフエムラジオ事業者

（1）対象経費 地形的・地理的要因等によるラジオ放送の難聴エリアを解消す

       るため、国の民法ラジオ難聴解消支援事業の採択を受けた事業で

       あって、空中線電力の中継局（アンテナ）を設置する事業等に係

       る経費

（2）補助率 １／６以内

（3）補助限度額 1,500千円

１，５００千円（一財1,500）

（１）対象経費 消防車庫建替工事監理業務委託 3,900千円

        消防車庫建替工事        42,000千円

（２）その他  甲賀方面隊第４分団機動部 消防車庫建替工事

４５，９００千円（債44,900、一財1,000）

５００千円（一財500）

総合政策部 政策推進課

（１）事業内容 会議、オンライン・掲示板での意見交換（随時）

        市の各部署から依頼・相談のあった案件に対するアイディア

        出し・提言など

（２）予算内訳 調査協力謝礼 ＠5,000円×15人×6回＝450,000円

        消耗品・食糧費（茶）等 50,000円
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目的

対象者

事業概要

事業費（予算額）

担当課
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事業費（予算額）

担当課

総合政策部 市民活動推進課

国際交流協会事業補助事業【拡充】

一般社団法人甲賀市国際交流協会における国際交流および多文化共生に係る事業を補

助する。

市民協働事業提案制度事業【新規、拡充】

市民活動団体の専門性、柔軟性等を活かした公益的な事業の提案を募集し、提案され

た事業を市民活動団体及び市が協働で実施する。これまでの既存制度に若者を対象と

した取り組みを拡充する。

市民活動団体および個人

１．市民協働提案制度負担金

 （市民テーマ型、行政テーマ型、スタートアップ型）2,200千円【既存】

２．若者提案事業負担金

 （若者チャレンジ型）1,200千円【拡充】

３．（仮称）若者ラウンドテーブル負担金 800千円【新規】

若者たちがまちづくり活動センターや民間店舗、駅などのサードプレイスにおいて、

同世代同士で意見や雑談を交わすなかで「やりたいこと」を見つけ、最初の一歩を踏

み出す機会づくりをコーディネートする。また、この場で生まれる若者のアイデアや

提案の実行にあたり、既存の市民協働提案制度のスタートアップ型及び若者チャレン

ジ型を活用できるようにすることで、相乗効果を生み出す。

４，２００千円（うち新規、拡充分２，０００千円）

一般社団法人甲賀市国際交流協会（外国人市民、地域コミュニティ、事業者）

国際交流協会運営補助事業【拡充】

一般社団法人甲賀市国際交流協会における事務局体制の強化を図る。

一般社団法人甲賀市国際交流協会（外国人市民、地域コミュニティ、事業者）

運営補助

  R６：11,708千円

  R７：12,240千円（+532千円：人件費ベースアップ、理事報酬等）

１２，２４０千円（うち拡充分５３２千円）

（基金661千円、一財11,579千円）

総合政策部 市民活動推進課

事業補助

  R６：3,197千円

  R７：4,197千円（+1,000千円：姉妹都市交流記念誌、文化交流等）

４，１９７千円（うち拡充分１，０００千円）

（県685千円、一財3,512千円）

総合政策部 市民活動推進課
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事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費（予算額）

担当課

外国人市民、地域コミュニティ、事業者

Ｒ６：委託費12,558千円

Ｒ７：委託費14,558千円（+2,000千円）

多文化共生センターにおける「外国人相談」「日本語教室」「外国にルーツを持つ子

どもの学習支援」に係る事業に加え、「生活オリエンテーション」「地元企業との連

携」「多文化防災」に係る事業を拡充展開する。

１４，５５８千円（うち拡充分２，０００千円）

（基金14,500千円、一財58千円）

総合政策部 市民活動推進課

 多文化共生推進事業委託【拡充】

ものづくり企業、福祉事業所等における人材不足が顕在化するなか、地域産業を支え

る人材をさらに呼び込むとともに、単身、短期の労働力として捉えるのではなく、家

族とともに地域で暮らす市民として定住し続けていただくため、甲賀市多文化共生セ

ンターにおける事業を実施する。

-4-



〇デジタル田園都市国家構想交付金からの変更点

・ソフト事業とハード事業の一体的支援

・自治体あたりの交付上限額の引き上げ

・自治体あたりの新規申請上限件数の引き上げ

 第２世代交付金は、新たに地方公共団体が自由度の高い事業を行うことができる交付金であり、地方公

共団体の自主性と創意工夫に基づき、地域の多様な 主体 の参画を通じた地方創生に資する地域の独自の

取組みを、国が支援するものです。
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年度 件数 金額 人数 寄附金額 控除額

平成２０年度 5件 1,160,000円 ― ― ―

平成２１年度 9件 662,910円 52人 2,781,000円 545,000円

平成２２年度 12件 1,324,700円 3人 210,000円 69,000円

平成２３年度 20件 3,133,600円 7人 371,000円 126,000円

平成２４年度 20件 1,166,600円 328人 13,511,000円 3,439,000円

平成２５年度 29件 1,936,000円 41人 3,694,000円 617,000円

平成２６年度 11件 2,997,000円 51人 1,701,000円 572,000円

平成２７年度 14件 3,490,000円 148人 11,159,000円 3,268,000円

平成２８年度 12件 1,810,000円 485人 36,112,000円 16,067,000円

平成２９年度 549件 14,864,469円 878人 70,106,000円 31,367,000円

平成３０年度 2,641件 74,131,200円 1,219人 103,489,000円 45,836,000円

令和元年度 5,097件 150,184,000円 1,773人 137,099,000円 63,392,000円

令和２年度 11,228件 354,295,000円 1,934人 151,738,000円 70,590,000円

令和３年度 10,484件 318,421,000円 2,784人 199,093,000円 94,202,000円

令和４年度 11,785件 331,942,000円 3,829人 260,228,000円 125,040,000円

令和５年度 10,181件 300,821,000円 4,842人 326,228,000円 157,409,000円

令和６年度
（1月31日現在）

8,588件 285,581,000円 5,630人 376,732,500円 183,504,173円

合計 60,685件 1,847,920,479円 24,004人 1,694,252,500円 796,043,173円

「あい甲賀ふるさと応援寄附金」及び
「都道府県、市町村、特別区に対する寄附金」の推移

　 ※住民税課税状況調の内の、寄附金税額控除に関する調の数値であり、
　　 寄附日は前年の１月から１２月である。

あい甲賀ふるさと応援寄附金
都道府県、市町村、特別区に対する寄附金

（甲賀市民が他市町村へ寄附した額）

令和７年３月定例会 予算決算常任委員会 資料

関連議案番号：議案第８号

関連科目：歳入 １８ ― ０１ ― ０１

所管課名：総合政策部政策推進課
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議案第８号 令和７年度甲賀市一般会計予算  

 

 

■自治振興交付金の内訳について  予算書 P１０１ 

 

（単位：千円） 

款 総務費  

項 総務管理費  

目 自治振興費  

 地域コミュニティ推進事業  

節 負担金補助及び交付金  

 自治振興交付金 １６０，０００ 

 

〔内訳見込み〕 

（単位：千円） 

基礎交付金 ２５，９８２ 

区活動交付金 ５０，７０６ 

事務加算金 ２１，９８８ 

事業加算金 ６１，３０８ 

 

※甲賀市自治振興会等規則及び自治振興交付金の手引きに基づき、令和７年１

月１日現在を基準とする交付金の内訳としています。 

 

令和７年３月定例会 予算決算常任委員会 資料 

関連議案番号：議案第８号 

関連科目：歳出 （０２）－（０１）－（１４） 

所管課名：総合政策部 市民活動推進課 



令和７年度 自治振興交付金交付一覧（見込み：上限）

自治振興会名 基礎交付金 区活動交付金 事務加算金 事業加算金 計

水口まちづくり協議会 1,997,000 4,578,000 956,000 4,068,000 11,599,000

綾野学区まちづくり協議会 1,694,000 2,985,000 956,000 4,301,000 9,936,000

ばんたに自治振興会 2,156,000 5,255,000 956,000 6,456,000 14,823,000

かしわぎ自治振興会 1,053,000 1,830,000 956,000 2,692,000 6,531,000

貴生川まちづくり協議会 2,065,000 4,315,000 956,000 5,043,000 12,379,000

岩上地域まちづくり協議会 768,000 1,705,000 956,000 2,181,000 5,610,000

小計 9,733,000 20,668,000 5,736,000 24,741,000 60,878,000

羽ばたけ鮎河自治振興会 302,000 758,000 956,000 1,020,000 3,036,000

山内自治振興会 387,000 1,140,000 956,000 1,148,000 3,631,000

土山学区自治振興会 1,116,000 2,391,000 956,000 2,324,000 6,787,000

大野地域自治振興会 923,000 1,755,000 956,000 2,032,000 5,666,000

小計 2,728,000 6,044,000 3,824,000 6,524,000 19,120,000

大原自治振興会 1,541,000 2,447,000 956,000 2,930,000 7,874,000

油日自治振興会 1,319,000 2,119,000 956,000 2,396,000 6,790,000

佐山学区自治振興会 633,000 929,000 956,000 1,552,000 4,070,000

小計 3,493,000 5,495,000 2,868,000 6,878,000 18,734,000

甲南第一自治振興会 2,105,000 3,584,000 956,000 4,280,000 10,925,000

南杣自治振興会 714,000 1,309,000 956,000 1,876,000 4,855,000

宮地区自治振興会 351,000 749,000 956,000 1,159,000 3,215,000

甲南中部まちづくり協議会 1,064,000 1,879,000 956,000 2,543,000 6,442,000

希望ケ丘学区まちづくり協議会 1,651,000 3,862,000 956,000 4,332,000 10,801,000

小計 5,885,000 11,383,000 4,780,000 14,190,000 36,238,000

信楽学区自治振興会 1,926,000 3,399,000 956,000 3,265,000 9,546,000

雲井自治振興会 1,072,000 1,577,000 956,000 2,076,000 5,681,000

小原自治振興会 627,000 1,326,000 956,000 1,612,000 4,521,000

朝宮自治振興会 301,000 540,000 956,000 1,087,000 2,884,000

多羅尾学区自治振興会 217,000 274,000 956,000 935,000 2,382,000

小計 4,143,000 7,116,000 4,780,000 8,975,000 25,014,000

基礎交付金 区活動交付金 事務加算金 事業加算金 計

25,982,000 50,706,000 21,988,000 61,308,000 159,984,000

合計
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令和７年度 一般会計予算案 情報政策課の主な事務事業 

 

 

【１．基幹系システム管理事務（０２－０１ 情報システム管理処理事務費）】 

 住民記録等の基幹系システムの安定稼働を図ると共に、国が進める令和７年度末までの基幹系シ

ステムのデータ構成の統一化（標準化）への対応を完了（１２月予定）させ、更なる市民サービス

の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ○電算システム保守委託       １３，７６０千円 

関連システムの保守、および業務ＳＥの常駐を委託し、通常の基幹系システムの安定的な運

用を行います。 

 ○基幹系システム改修業務委託   ２７８，４４１千円（※特定財源 130,055 千円） 

標準化システムのガバメントクラウド上での運用に向けて、システム移行やデータ移行、ク

ラウド内ネットワークの整備、各種設定を行います。 

 ○自治体クラウド技術支援業務委託     ９９０千円 

   外部専門機関から技術支援を受け、自治体情報システム標準化対応のサポート等、おうみ自 

  治体クラウド協議会の運営を円滑に進めていきます。 

 ○おうみ自治体クラウド基幹系システム使用料・賃借料等  １４５，２１２千円 

従来のおうみ自治体クラウドに加え、ガバメントクラウドも利用します。 

 

【２．情報系システム管理事務（０２－０１ 情報システム管理処理事務費）】 

 行政事務運営に係る情報系システムの安定稼働を図ると共に、最新のＩＣＴ技術等を利活用する

ことにより、更なる市民サービスの向上に向けた業務の生産性向上を図ります。 
 

 ○システムエンジニア派遣委託    １５，９７０千円 

   業務ＳＥの常駐により、通常の業務システム、およびネットワーク 

  の安定的かつ迅速的な運用を行います。 

 ○情報系インフラ等維持管理    ２２６，９３５千円 

   ・庁内ネットワーク・情報系パソコンの維持管理 

   ・各種業務アプリの利活用 

   ・Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５移行 

令和７年３月定例会 予算決算常任委員会 資料 

関 連 議 案 番 号 ： 議 案 第 ８ 号 

関連科目：歳出（０２）－（０１）－（０９） 

所 管 課 名 ： 総 合 政 策 部  情 報 政 策 課 

 標準化前 
 標準化後 
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【３．地域情報基盤整備事業（０４－０１ 地域情報基盤整備事業）】 
 
（１）維持管理事業 （※特定財源 108,000 千円） 

 安心安全情報の提供等を目的に、市内全域の情報インフラとして整備した地域情報基盤施設の継

続的・安定的運営を行います。 
 

項   目 予 算 額 内 容 等 

地域情報基盤施設管理業務委託 ７１，２５０千円 光ファイバー等の設備・施設管理 

地域情報サービス運営業務委託 １４，０７０千円 音声放送端末機等の管理運営 

地域情報基盤施設維持補修工事 ３５，０００千円 通信・放送系スイッチ等の機器更新 

機械器具 ５５７千円 遠隔監視装置等の購入 

地域情報化整備負担金 １５，７００千円 
音声放送端末機設置等に伴う負担金 
（転入世帯、新築世帯等） 

 

 

 

 

 

（２）地域情報基盤民間移行事業 

 令和５年度より当該民間移行について検討を進め、令和６年１２月に、地域情報基盤全体につい

て、市民の情報通信環境の更なる向上や 関連する第三セクター（㈱あいコムこうか）の発展、更に

は、持続可能な自治体運営に資するため、令和９年（2027 年）４月１日を目標に、「民間移行」を

進める決定をしました。 

 上記民間移行に向けては、令和７年度より下記２点を中心に取り組みを進めます。 

  ◎地域情報基盤施設の関連する第三セクターへの譲渡 

  ◎関連する第三セクターの筆頭株主交代（市持株（大部分）を民間電気通信事業者へ譲渡） 

                                      ※上記は、同時実施 
 

 ○地域情報基盤施設民間移行実施業務委託 ２９，４８０千円 

   地域情報基盤施設の譲渡と関連する第三セクターの筆頭株主交代（市持株（大部分）譲渡） 

  等、地域情報基盤の民間移行実現に向けた総合支援 

 ○地域情報基盤施設鑑定評価業務委託   １１，０００千円 

   関連する第三セクターの市持株（大部分）譲渡に向けた、最低価格等の検討に係る支援 

 

【民間移行後】 

 （イメージ） 

 

 

 

 

 

※音声放送端末機 

※市、関連第三セクター、 

民間電気通信事業者のみ 

表示 
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【４．スマートシティ推進事業（０５－０１ スマートシティ推進事業）】 

 ＩＣＴ推進ビジョンに基づき、更なる市民の利便性向上を目指し、行政事務（各種手続き等）の

デジタル化、並びに、庁内事務の効率化・推進体制の構築等を進めます。 

 

 ○公共施設予約システム運営        ４，０６９千円 

   体育館やコミュニティセンター等、市内公共施設の予約照会 

  に係るシステム運営を行います。（利用許可手続き等は継続検討） 

 

 ○ＤＸ人材育成研修業務委託        ２，３８７千円 

   全庁的ＤＸ推進体制の構築を目指し、今年度より実施のＤＸ 

  推進リーダーの実証事業を継続すると共に、より実践的かつ専 

  門的な研修を進めていきます。 

 

 ○デジタル活用支援業務委託        １，２３２千円 

   重要であるデジタルデバイド対策への取り組みとして、令和 

  ７年度も引き続き市内各地域においてスマホ教室を開催します。 

  （新たな取り組みとして「移動型スマホ教室」を開催） 

 

 ○ＬＩＮＥ関連使用料           ２，０２０千円 

   ＬＩＮＥを利活用した行政情報やイベント情報等の発信、更 

  には各種相談・申請等の受付も行います。 

 

 ○ＡＩチャットボット使用料        １，３２０千円 

   ＡＩ活用による、２４時間・３６５日対応型の各種行政手続 

  きに関する自動案内を行います。 

 

 ○公開型ＧＩＳ運営            ３，５５９千円 

   都市計画、史跡等の地理情報について、インターネット上か 

  らいつでも自由に閲覧できる「公開型ＧＩＳ」を運営します。 

 

 ○電子申請利用料             ５，７２６千円 

   「子育て・教育」「地域経済」「福祉・介護」の各種申請手 

  続きのデジタル化の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

－以上－ 


